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～ 横領等による場合を中心に ～ 
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で述べた法人税基本通達 2-1-43 の制定には、この判決が強い影響を与えたと思われる。 
ハ 大阪高裁平成 13年 7月 26日判決（税資 251号順号 8954） 
 これは、法人の使用人で経理を担当する者 A が行った横領による損失とそれによる損害賠
償請求権の計上時期が争われた事件であり、判決の中で法人税基本通達 2-1-43 にいう「他の
者」についての判断もなされている。 
 判決では、損害賠償請求権の計上時期に関し、「法人税法 22 条 4 項は『当該事業年度の収
益及び費用は一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算するものとする。』旨
規定しているから、法人税法は、原則として発生主義のうち権利確定主義を採っているもの




















ニ 東京高裁平成 21年 2月 18日判決（税資 259号順号 11144）10） 





















の帰属年度を決することは妥当でないのである。なお、最高裁平成 4 年 10 月 29 日第一小法






































































するものであるとされる（最高裁平成 7 年 4 月 28 日判決、民集 49 巻 4 号 1193 頁）。 




























































































受けられる。例えば、3.4 のところでも取り上げた東京高裁平成 21 年 2 月 18 日判決（税資







取り上げた金沢地裁平成 23 年 1 月 21 日判決（訟務月報 57 巻 11 号 2491 頁）は、最高裁平成
18 年 4 月 20 日判決を引用した上で、「本件のように、納税者である法人の役員や従業員が隠
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